
平成１８年事業所・企業統計調査 確報 

高知県の概要 

事業所数 従業者数 

４１，９８２ ３２０，１２７ 

  
平成１８年１０月１日現在の高知県の事業所数は４１，９８２事業所、うち民営事業所

は３９，８７８事業所となっています。 
高知県内の事業所に勤務する従業者数は３２０，１２７人、うち民営事業所に勤務する

従業者数は、２８３，７２９人になっています。 
 
１ 事業所数と従業者数 

高知県の事業所数は、平成３年から引き続き減少し、前回平成１３年に比べて（△）

９．４％となっています。従業者数は、前回平成１３年に比べて（△）７．９％になっ

ています。 
男性従業者数は１６６，５５０人、女性従業者数は１５３，５７７人となっており、

平成１３年調査に比べ、男性は（△）８．２％、女性は（△）７．６％となっています。 

表１－１ 事業所数の推移（単位：事業所）    表１－２ 従業者数の推移（単位：人） 

 

　 事業所数 増減数 増減率(%)

平成　３年 50,811 △ 1,635 △ 3.1

８年 49,034 △ 1,777 △ 3.5

１３年 46,353 △ 2,681 △ 5.5

１８年 41,982 △ 4,371 △ 9.4

　 従業者数 増減数 増減率(%)

平成　３年 340,012 14,233 4.4

８年 358,392 18,380 5.4

１３年 347,761 △ 10,631 △ 3.0

１８年 320,127 △ 27,634 △ 7.9

図1－２　従業者数の推移
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図１－１　事業所数の推移
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２ 産業別の動向 
全事業所を産業大分類別に見ると、構成比では「卸売・小売業」が３０．５％を占め、

次いで「サービス業」が１８．４％、そのあと「飲食店・宿泊業」が１４．３％、「建設

業」が９．４％と続いています。 
平成１３年調査からの事業所数の増減を大分類の動きで見てみると、「医療・福祉」が、

（＋）１２．５％と大幅に増加したほかは、農林水産業以外の全産業で減少しており、減

少率が大きいのは「鉱業」で（△）２５．０％、次いで「情報通信業」が（△）１８．４％、

「電気・ガス・熱供給・水道業」が(△)１８．１％、「複合サービス業」が（△）１５．７％、

「卸売・小売業」が（△）１４．２％となっています。 
 
表２－１ 産業大分類別全事業所数とその増減率（平成１３年～１８年） 

 

 
 
 
 
 

増減率（％）

事業所数 構成比％ 事業所数 構成比％ 平成13年～18年

41,982 100.0 46,353 100.0 △ 9.4

237 0.6 231 0.5 2.6

41,745 99.4 46,122 99.5 △ 9.5

45 0.1 60 0.1 △ 25.0

3,937 9.4 4,299 9.3 △ 8.4

2,529 6.0 2,857 6.2 △ 11.5

95 0.2 116 0.2 △ 18.1

253 0.6 310 0.7 △ 18.4

792 1.9 857 1.8 △ 7.6

12,818 30.5 14,945 32.2 △ 14.2

651 1.6 719 1.6 △ 9.5

1,411 3.4 1,482 3.2 △ 4.8

6,022 14.3 6,932 14.9 △ 13.1

2,637 6.3 2,345 5.1 12.5

1,612 3.8 1,665 3.6 △ 3.2

664 1.6 788 1.7 △ 15.7

7,741 18.4 8,143 17.6 △ 4.9

538 1.3 604 1.3 △ 10.9

卸売・小売業

教育・学習支援業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されないもの）

電気・ガス・熱供給・水道業

平成１８年 平成１３年

飲食店・宿泊業

医療・福祉

複合サービス業

産業大分類

情報通信業

運輸業

全産業

農林漁業

非農林漁業

金融・保険業

不動産業

鉱業

建設業
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図２－１ 産業大分類別全事業所数の構成比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２ 産業大分類別全事業所数の増減率（平成１３年～１８年） 
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３ 電子商取引の状況 
 高知県の株式、有限会社、合名・合資会社、合同会社、相互会社（以下企業という）の

７，８６４社のうち電子商取引の導入率は１３．４％で導入企業全体の９１％以上がイン

ターネットの利用となっている。 
 産業別に導入率をみると、「鉱業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「複合サービス業」

を除くすべての産業大分類で導入されています。そのうち も高いのは「情報通信業」の

３０．４％、次いで「卸売・小売業」の１８．３％、「製造業」の１４．６％、「金融・保

険業」の１３．９％、「飲食店・宿泊業」の１３．６％となっています。 
 
表３－１企業産業別電子商取引の状況 

 

総数
インターネット

利用 その他

7,864 13.4 12.2 1.2 86.6

67 7.5 7.5 - 92.5

26 - - - 100.0

1,797 10.4 9.9 0.5 89.6

997 14.6 13.7 0.9 85.4

3 - - - 100.0

102 30.4 27.5 2.9 69.6

運輸業 360 4.4 4.1 0.3 95.6

卸売・小売業 2,611 18.3 15.9 2.4 81.7

金融・保険業 108 13.9 13.9 - 86.1

366 4.9 4.9 - 95.1

367 13.6 13.3 0.3 86.4

62 1.6 1.6 - 98.4

48 4.2 4.2 - 95.8

- - - - -

950 11.3 10.4 0.9 88.7

農林漁業

教育・学習支援業

産業大分類

合計

企業数
電子商取引を
行っていない

（％）

電子商取引を行っている（％）

複合サービス業

サービス業（他に分類されないもの）

鉱業

不動産業

飲食店・宿泊業

医療・福祉

製造業

建設業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

図３－１　企業産業別電子商取引の割合
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４ 地域別の動向 
広域市町村圏別に見ると、事業所数は高知・嶺北が１８,８７４で も多く、うち県総

数に占める割合は４５．０％、そのうち高知市が１７,６９８で４２．２％、南国市が 
２,１８６で５．２％となっています。次いで幡多広域が６,７９３で１６．２％、うち

四万十市が２,７６６で６．６％となっています。 
従業者数は高知・嶺北が１６５,３４０人で５１．６％、うち高知市が１５６,８７７人

で４９．０％となっています。次いで物部川流域が４３,７１０人で１３．７％、うち南

国市が２３,３６１人で７．３％となっています。 
平成１３年調査に比べると事業所数は全ての広域市町村圏で、従業者数は物部川流域

を除く広域市町村圏で減少しています。 
市町村別では、香美市と四万十市が事業所数で、南国市が従業者数でそれぞれ増加し

たほかは、すべての市町村で事業所数・従業者数ともに減少しています。 
 

 表４－１広域市町村圏別全事業所数及び従業者数 

  

 

事 業 所 数 構 成 比 ％ 従 業 者 数 構 成 比 ％

総 数 41,982 100.0 320,127 100.0

安 芸 広 域 3,379 8.0 19,051 6.0

物 部 川 流 域 4,983 11.9 43,710 13.7

高 知 ・嶺 北 18,874 45.0 165,340 51.6

仁 淀 川 流 域 4,161 9.9 29,385 9.2

高 幡 広 域 3,792 9.0 23,735 7.4

幡 多 広 域 6,793 16.2 38,906 12.1

図４－１　事業所数
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＊ 区分 
   安芸広域市町村圏（９市町村） 
    室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村    
   物部川流域市町村圏（３市） 
    南国市、香南市、香美市 
   高知・嶺北市町村圏（６市町村） 
    高知市、本山町、大豊町、土佐町、大川村、春野町 

仁淀川流域市町村圏（６市町村） 
    土佐市、いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、日高村 
   高幡広域市町村圏（５市町） 
    須崎市、中土佐町、梼原町、津野町、四万十町 
   幡多広域市町村圏（６市町村） 
    宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月町、三原村、黒潮町 
 




